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1.1990年 秋のリセ生徒(高 校生)の 要求運動
 1) 校 内 暴 力事 件 か ら教 育 要 求 運 動(街 頭 デ モ)へ
 1990年ll月 に フ ラ ンス で は高 校 生 が デ モ とス トライ キ を行 い,大 変 なニ ュース とな った。
この高 校 生 の運 動 の直 接 の要 因 は,校 内 の治 安 悪 化 に抗 議 し,学 校 内 の 警 備 員 を 増 や し,
安 心 して授 業 が 受 け られ る よ うな措 置 を求 め るの で あ った が,そ れ に と ど ま らず抜 本 的 な
勉 学 条 件 の改 善 を要 求 す る もの とな っ て い った 。1990年 新 学 期 す な わ ち9月 か ら10月 上 旬
に か け て,パ リ北 部 の セ ー ヌ ・サ ン ・ドニ県 な どで は,一 部 高校 生 に よ る暴 力事 件 が 頻 発
して い た。10月 初 旬 に な りサ ン ・トゥア ン高校(lyc馥 Saint-Ouen)で,女 子 高 校 生 が 四
人 の少 年 か ら校 内 の便 所 で暴 行 され た とい う事 実(運 動 の発 端 と な っ た事 件)が 明 らか に
な り,高 校 生 た ち は警 備 員(生 徒 監,surveillants)の 増 員,学 校 内 で の 安 全 を 求 め て 街
頭 へ 出 て い くこ と とな る。10月15日 パ リ郊 外 の 高 校 生 約1000人 が,国 民 教 育 省 前 で デ モ を
行 い,や が て全 国 の運 動 へ と発 展 して い く。 そ して デ モ の 目的 も,当 初 の安 全 要 求 か ら,
学校 の教 育条 件,生 徒 の権 利 の拡 大 の 要 求 へ と拡 大 して い っ た。l!月5日 に はパ リで2万
人,地 方 で10万 人 デ モ が行 わ れ,つ い にll月12日 に はパ リ10万 人(バ ス チ ー ユ 広 場)[主
催 者発 表20万 人],地 方 で20万 人,合 計30万 人 の デモ に達 した の で あ る。 こ の運 動 は 「教
育 の た め の全 国大 行 進(rnarch6 nationale pour 1'馘ucation)」 と して 組 ま れ た もの で
あ り,高 校 生 だ けで な く教 員 組 合(FEN, SNES, SGEN-CFDT),父 母 団 体(FCPE)な
ど も参 加 す る大規 模 な もの で あ っ た。 もっ と もこ の運 動 の 中 で デ モ 隊 の一 部 が暴 徒 化 し店
を破 壊 す る な どの 問 題 も あ っ たが,総 体 的 に は要 求 を組 織 し整 然 と した行動 をお こな った。
 高 校 生 らの 主 要 な要 求 は,学 校 内 の安 全 を確 保 す る た め に学 校 警 備 員 の ポ ス ト増 員,学
校 看 護 婦,ソ シ ア ル ワ ー カ ー,欠 員 教 員 の代 替 の増 員,全 体 的 に負 担 増 お よび荒 廃 し劣 悪
な状 態 に あ る高校 の 生 活 条 件 ・勉 学 条 件 の改 善 とい う よ うに総 合 的 な もの で あ っ た 。 そ し
て デ モ は,1990年10月15日 か らll月15日 ま で の1カ 月 間 に お け る統 計 に お い て,8都 市 で
5回 以 上,22都 市 で3回 ～5回,106都 市 で2回 以 下 の デ モ とい う よ う に,全 国 的 な 広 が
りを持 つ もので あ っ た。 そ の運 動 に お い て高 校 生 の組織 化 とい う点 で の役 割 を果 た して い っ
た の は,全 国 独 立 民 主 高 校 生 連 合(F馘駻ation independente et d駑ocratique lyc馥n,
FIDL:社 会 党 系)と 全 国高 校 ・職 業 高校 生 調 整 委 員 会(Coordination des lyc馥s et lyc6es
56 小野田 正 利
professinonnels, LP:共 産党系)の2つ の高校生全国組織であった。これらの団体 ・組織
が共闘を組み政府当局者 との交渉をおこなっていったが,1968年 のいわゆる 「5月 危機」
の時ほどではなく,む しろやや非組織的 ・自主的傾向が強かったといえる。 また全国中等
学校教員組合(SNES),国 民教育連合(FEN)を はじめ とする各種教員組合,公 立学校
の生徒の父母会議全国連盟(FCPE),公 教育の生徒の父母連盟(PEEP)を はじめとする
各種父母団体 のこの運動への支持など,教 員組合や父母団体の支援 という問題解決への積
極的な姿勢があったことも特徴のひとつであった。
 2) 政 府 当 局 者 との 交渉 一 高校 生 の 要 求
 事 態 の 収 拾 を め ざ して10月 下旬 に政 府 は,警 備 員 の増 員計 画 を発表 す る な どの措 置 を とっ
た が 高校 生 らは満 足 せ ず 事 態 は 進 展 して い っ た。 大 デ モ の あ っ たll月12日 に は ミッ テ ラ ン
大 統 領 ・ジ ョス パ ン国民 教 育 大 臣 と生 徒 代 表 との会 談 が 行 わ れ,高 校 教 育 の 改 善 に関 す る
総 額45億 フ ラ ン(約1215億 円)の 緊 急 予 算 が,ジ ョスパ ン,ロ カー ル,ベ ル ゴ ヴ ォ ワ蔵 相
を含 むll月14日 の 閣議 にお い て 決 定 され た。 そ してll月15日 ・16日 には前 記2つ の高 校 生
組 織 代 表 約20人 と ジ ョス パ ン文 相 の 会 談 ・交 渉 が 行 わ れ,以 下 の よ う な こ とが協 議 ・決 定
さ れ た の で あ る 。
1)高 校(リ セ)の 施 設 ・設 備 の 改 善 の た め に45億 フ ラ ン を優i先的 に使 用 。 プ レハ ブ校 舎
 の改 善,資 料 お よび 情 報 セ ンタ ー(CDI:図 書 館),生 徒 の 自治 活 動 の た め の 部 屋,寄
 宿 舎 な どの改 善 と充 実 。
2) 1990年 度 予 算 か ら1億 フ ラ ンを職 業 教 育 の実 習 機i械の 更 新 に充 て る。
3)教 育 優 先 地 域(ZEP)に お い て は,1991年 度 よ り職 業 リセ は1学 級25人 以 下,普 通 教
 育 お よび技 術 教 育 リセ にお い て は1学 級30人 以 下 にす る。
4) 1991年 度 か ら ドキ ュ メ ン タ リス ト(図 書 館 専 門 職 員)415人,教 育 カ ウ ンセ ラー一・160人,
 副 校 長25人 の 合 計600人 の 職 員 増 員 をお こ な う。
5)高 校 生 の 権 利 お よび義 務 を政 令 に よ って規 定 す る。
 ・他 人 の 権 利 を尊 重 し公 序 を遵 守 す る条 件 の 下 に,生 徒 が 学 校 内 で団体 を結成 す る自由,
  出版 の 自由 。
 ・授 業 時 間 外 に お い て集 会 を開催 す る 自由,印 刷 物 の掲 示 をす る 自 由。
 ・社 会 ・教 育 ク ラ ブ(association socio-6ducative:生 徒 の 自治 的 活 動 組 織)を 改 善 し
  て 「リセ 生 徒 の家(maison des lyce6ns)」 と して,成 人 した生 徒 に よっ て 責 任 運 営
  され る よ うにす る 。
6) 1989年 教 育 基 本 法 に よ り設 置 され る こ と とな る生 徒 代 表 委 員 会(conseil des d616gu6s
 des 616ves)に お い て,議 長 は校 長 と しつ つ も副議 長 は生 徒代 表 が 務 め る こ と。
  生 徒 代 表 委 員 会 の 活動 を保 障 す る た め に,1校 あ た り平 均3万 フ ラ ン (約81万 円),
 総 額7000万 フ ラ ン(約19億 円)を 配 分 す る。
7)全 国 教 育 課 程 審議 会(Conseil National des Programmes)が 行 う高 校 の教 育 組 織
 教 育 課 程 に 関 す る提 案 につ い て の全 体 的 協 議 に高 校 生 の代 表 が 参 加 す る。
8) ソ シ ア ル ワー カー と協 力 して,校 長 が 委 員 長 とな る委 員 会 に よ って 管 理 さ れ る高 校 生
 の た め の社 会 基 金(fonds social lyc6en)を 各 学 校 に 設 置 す る こ と。 そ の 委 員 会 に高 校
 生 も参 加 す る こ と。
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3)高 校生運動の背景
 今回の高校生運動の背景 と問題は,一 方で学校における勉学 ・生活条件の劣悪 さに対す
る改善要求であり,他 方でフランスの社会的問題 としての不平等 ・社会階層分化と失業者
の増加など卒業後の社会への不満 ということにまとめられる。
 国民教育省の視学部によるリセ(高 校)の 現状に関する報告書(1990年ll月)に よれば,
学校の施設 ・設備の全体的な老朽化 ・劣悪化が目立ち,生 徒たちの特徴は 「狼狽,倦 怠,
欲求不満,あ きらめ」にあると指摘 されている。 とくに職業 リセ(職 業高校)に おける事
態は深刻であり,校 舎の破壊,教 師不足,警 備員不足,校 内暴力は大 きな問題 となってい
る。運動の発端 となったサン ・トゥアン高校では,生徒942人に警備員はわずかに2名 であっ
たとされる。1970年 当時には高校平均で生徒100人 に1人 の警備員がいたが,そ の後高校
生は80万人増加 しているのに対 して警備員は5000人 も削減 されてきている。また教員の待
遇の悪さから教員不足(特 に理数系)も 生 じている。政府は2年 前から教員の給与の優遇
政策をとってきているが,ま だまだ不十分 と言わざるをえない。その教員不足 によって1
学級あたりの生徒数 も多 くなっている(1988年 度では公立校 において中学校(コ レージュ)
平均で24.7人,高 校で平均31.5人,高 校では35人以上の学級数が全体の39.4%に のぼる)。
その一方で教育予算に占める教職員給与の増額 を図っていたため,相 対的に施設 ・設備面
の改善が不十分 となり教育環境が悪化するという事態 を招いている。しかも例 えばパリ市
内の優遇 された学校および財政的に富裕 な地域 と,移 民 ・下層労働者を多 く抱 えるパリ近
郊地域 とでは大幅な相違があ り,学 校 ごと地域 ごとでの格差が増大 している。同時に,学
校での生徒の権利が十分に認められていないという不満を持 ち,法 制的に認められている
学校運営への生徒参加は形式的なものになっている場合が多い。
 他方で9%台(250～270万 人)と いう高い失業率そして不安定雇用という現実,毎 年20
万人以上(同 一年齢層の少 なくとも4分 の1)の 青年が,学 校教育修了後,職 に就けない
という現実 を前にして,高 校生は大 きな不安 ・不満 を抱いていた。特 に今回デモが活発で
あったのは,社 会的 ・経済的に困難な状況にある地域でもあった。加えて2000年 までに同
一年齢層の80%の 者 をバカロレアを取得できる水準 にまで到達 させようという政府の方針
(ジョスパ ン法の重要目的の一つ)は,高 校進学率の上昇,と りわけて普通教育 を行 う高
校ではなく技術教育課程,職 業高校への進学の増大 となってあらわれた。落第,留 年,低
学力あるいは高校にさえ進学できなかった者たち という問題 とともに,職 業高校 などは
「高校工場」 「高校ゲ ットー」 とさえ評されるような状況があった。 デモ隊の一部が暴徒
化 したのは,学 校からの落ちこぼれ,社 会への不満 を持つ青年の多さでもある。
 とはいえ総合的に見て1990年 秋のフランス高校生の要求運動は,そ の要求の 「切実 さ」
とともに要求実現のための運動の 「まじめさ」 を指摘することができる。大多数の高校生
が要求を基に組織化する力 と自治の力が,具 体的に政府の政策を動か していった。このよ
うな自らのおかれている教育条件 を客観的に見すえ,そ れの改善を求めていく姿勢は,わ
が国の高校生 と対比して注目されるが,大 統領や首相,文 相が,生 徒の代表 と会って要求
を聞いたという事実は,高 校生を一人前の成人として対応するという大人の,政 府の態度
としても注目される。
※高校生運動の経過 については幾つかの教員組合,父 母団体の機関誌のほか,特 に月刊ル ・
 モンド教育版(Le Monde de 1'6ducation)を 参考 とした。なおその他には,明 石和康
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「政府は予算の緊急追加を約束」時事通信 『内外教育』1990年12月14日;古 沢常雄 「フ
ランスにおける人権 と平和 の道徳教育」民衆社 『生活教育』1991年2月:堀 尾輝久




 また1991年5月4日 には名古屋市において,こ の運動 に関わったフランス高校生を招
いてのシンポジウムが開催されている。詳 しくは第30回教育科学研究会全国大会 「子 ど
もの生活 と文化」分科会 レポー ト,久 田光政(愛 知県私立学校教職員組合連合/東 海学
園教職員組合)「 第10期高校生 フェスティバル活動報告/学 内実行委員会活動の充実/
でっかいフェスティバルを 『日仏高校生 シンポジウム」」 を参照。
2.生 徒の学校運営への参加 と諸権利の拡大措置
 フランスではすでに1968年 以来,生徒の自治の力を信頼 し,学 校の管理 ・運営 に生徒 を
参加させる仕組みが制度化され20年以上が経過 してきた。1989年 教育基本法は,こ のよう
な制度を整備 し発展させることをめざし,ま ず第1条5項 において生徒の教育に寄与 して
いるすべての人々によって教育共同体(communaut66ducative)が 構成 されるとし,第
10条 において生徒の義務 とともに情報の自由,表 現の自由といった権利を生徒が享受する
ことを規定 している。この生徒の権利義務の行使 は,成 人になるために必然的に求められ
る 「市民性の学習」 として位置づけられている(付 属報告書)。 さらに学校生活お よび教
育活動に関する問題についての諮問機関として,学 級の生徒代表で構成される 「生徒代表
委員会」が制度化された(基 本法第10条3項)。
 公立中等学校生徒の権利 と義務および参加制度の具体的実施のための整備 として,1990
年10月30日 には政令No 90-978「 教育の地方公施設に関する1985年8月30日 付 政令 を修正
する政令(コ レージュおよびリセの組織 と運営 ならびに学校生活に関するその他の措置に
ついて)」が公布 され,ll月2日 には2つ の通達 「生徒代表委員会」(No 90-292)と 「リ
セ生徒の生活委員会の設置」(No 90-293)が 発表された。 しか しこれらの法令 の整備 は,
単に教育基本法の施行のための意味だけでなく,フ ランス政府が批准 した国連 「子どもの
権利条約(convention internationale des droits de 1'enfant)」 による国内法の整備 の
意味でもあった。フランスは1990年1月10日 に同条約に署名を行い,6月 の国会承認を経
た後,8月7日 に23番 目の国として批准加盟をした。この権利条約についての政府担当責
任者の家族 ・老齢者担当政務次官エレーヌ ・ドルアック女史が述べたように,学 校の場に
おける子どもの権利条約の実効 は,ま さに1989年 教育基本法による具体的措置に大きく期
待 されるものとなっていることばいうまで もない。
 これに加えて,1990年 秋の高校生運動に応えた(前 述のll月15・16日 の政府との交渉 ・
決定項目5お よび6)措 置として,生 徒 の権利 と義務についての拡大 と具体化のための法
令の準備が政府内で進められていった。l!月 下旬,2500人 のリセ校長(高 校長)が パ リに
招集され,高 校生の学校生活の民主化,権 利の拡大などについての意見聴取が行 われた。
校長たちは,政 府の考 えている措置は 「動乱の中でとろうとするもの,街 頭デモの圧力に
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押 され た もの」 とい う よ う に不 安 を表 明 す る もの が 多 か った 。 しか し12月19日 中央 教 育 審
議 会(CSE)に お い て 政令 案 の 審議 が行 わ れ,翌1991年2月18日 に政 令No 91-173「 中等 教
育 の 地方 公 施 設 に お け る 生徒 の 権利 と義 務 」 が 公 布 され た。 そ して そ れ を施 行 す る た め の
4つ の通 達 が相 次 い で 出 され て い る。 「リセ,コ レー ジ ュ お よび 州 立 特 殊 教 育 学 校 の 生 徒
の 権利 と義 務(第 一通 達)」(3月6日 付 通 達No.・91-052),「 リセ 生 徒 の 出 版 物 の作 成 と配
布(第 二通 達)」(3月6日 付 通 達No 91-051),「 リセ生 徒 の 家(第 三 通 達)」(4月2日 付
通 達Nogl-075),「 生 徒 代 表 の教 育(第 四通 達)」(4月5日 付 通 達No gl-081)が そ れ で あ
る。 本 稿 に は,資 料1お よび 資 料2と して そ の 内 容 を示 して い る。
《公立中等学校における学校管理運営への生徒参加機構図》
    校 長
(chef d'6tablissement)
 管 理 委 員 会(conseil d'administration)
[生 徒 代 表:コ レー ジ ュ(中 学 校)3名/30名:リ セ(高 校)5名/30名]
生 徒 代 表 委 員 会
(conseil des d616gu(≦s
     des 616ves)
 [学級 生徒代 表全員]
常 任 委 員 会(commission permanente)=
            懲 戒 委 員 会(conseil de discipllne)
[生徒代表:コ レージュ1名/17名
     リセ2名/17名]
[生徒代表:コ レージュ2名/18名
    :リ セ3名/18名]
学 級 委 員 会
(conseil de classe)
 [生徒 代 表2名]
資 料 ・情 報 セ ン タ ー(centre de documentation et d'information)
ス ポ ー ツ ク ラ ブ(association sportive) ,
リ セ 生 徒 の 家(maison des lyc6ens)
 これらによって拡大された生徒の参加,権利 ・義務は次のようにまとめられる。
1)生 徒代表委員会をすべての リセにおいて設置。これまで幾つかの学校においてはこの
 ような生徒代表委員会(評 議i会)(assemb16e des d616gu6s des 616ves)が 事実上設置
 されていたが,法 制度として位置づけた。この委員会は,各 学級の生徒代表の全体集会
 であ り,学 校生活および教育活動に関するすべての問題について意見 を表明 し提案する
 ことができる(権 限は諮問的)。議長は校長であるが,副 議長は生徒代表が努めること
 が望ましい。
2) 表現(意 見表明)の 自由,情 報の自由,結 社の自由,集 会の自由,出 版の自由などの
 生徒の諸権利が拡大。
3) 生徒の義務としての勤勉および学校の運営規則 と集団生活の尊重。
4) 生徒懲戒における懲戒委員会による手続 きと教育的措置の確認。生徒懲戒手続 きにつ
 いてはすでに1968年段階か ら制度化されているが,生 徒代表の参加する懲戒委員会での
 弁護権,弁 明権の保障と慎重な審理手続 きによる決定など,学 校 において必要な留意点
 を確認 ・強調 している。
5) 生徒代表の教育(養 成)を 行うこと。これは生徒代表が十分な職責 を果たすことがで
 きるようにするという目的をもつ援助措置であるが,さ らに生徒代表の役割 と意義につ
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いての教育,学 校の仕組みと運営についての教育,情 報への権利,生 徒代表の参加する学
 校内の様々な運営委員会の役割についての通知集会など多岐にわたっている。
6) 社会 ・教育クラブの 「リセ生徒の家」への変更。 これにより生徒の責任 と自主的運営
 が強調 され,結 社的性格の施設 として とらえられることとなった。
7) 上記の事柄すべてを含めて,現 在の各学校における校則の改定 と見直 し(校 則の改定
 作業への生徒代表の参加)。
 このような生徒の権利の拡大措置について,多 くの校長 らは不安や懸念を表明している。
特に生徒 に結社の自由を認めることは,政 治団体化の危険性があると不安視 している。し
かしこのような法令がどのような実効性をもちうるかは,具 体的な学校現場での取 り組み
によらざるをえない。生徒参加が事実上空文化 している学校 も多い し,生 徒代表委員会は
特に大規模校 などにおいては十分な条件をもって設置 されているとは言いがたいところも
ある。一方で,こ れらの法令が出される以前から生徒参加の実質化を実践 してきている高
校 もある。いずれにせ よ1989年教育基本法 と子 どもの権利条約を中心とした様々な今回の
改革の実施は,い まそれぞれの学校 において始 まろうとしてお り,今 後の動向に注 目する
必要性がある。
※ジョスパン改革 までのフランスにおける生徒参加制度 については,小 野田正利 「フラン
 スにおける学校運営への生徒参加に関する研究一公立中等学校の生徒代表参加」長崎大
 学教育学部 『教育科学研究報告』第36号,1989年3月:同 「子ども・青年の持つ自治の
 力を信頼する一 フランスにおける学校への生徒参加」草土文化 「子 どものしあわせ』第
 463号,1991年6月 臨時増刊を参照。またフランスにおける子 どもの権利条約 の批准 な
 どについては,小 野田正利 「フランスにおける 『子 どもの権利条約』の批准と権利保障
 の具体化」エイデル研究所 『季刊教育法』第85号,1991年9月 に詳 しい。
3.フ ランスにおける生徒参加の理念 と構造
 最後に,1989年 教育基本法に基づ く1990年 一1991年 の生徒参加および権利拡大を考察す
るにあたっての視点を述べてまとめにかえることとする。
 視点の第1は,大 人になりつつある青年(生 徒)に,学 校の場においていかなる自治の
力を培わせるのか ということである。18歳 での成人を前にして,権 利 と義務 ・責任を行使
できるという一人前の市民 としての自覚と能力を持つ必要性があ り,そ のことか ら生徒の
権利保障と自治 ということが社会制度的課題であると同時に,学 校における教育課題でも
ある。1968年 の生徒参加の制度化の時にも,民 主主義の訓練,責 任の自覚の向上,自 治意
識の育成 という点は強調 されていたが,1990年 一1991年 の法令があらためて生徒の権利 と
義務の行使は 「市民性(市 民権)の 学習」を意味するものとして位置づけていることは注
目される。
 第2の 視点は 「生徒(子 ども)を 教育制度の中心に置 く」(教育基本法)と いう基本理
念に基づ く学校観,す なわち学校観の転換,学 校運営の民主化という角度から分析するこ
とである。 これは次の2つ の側面からの実態を考察することが必要である。第1は,教 育
関係者の共同の営みの概念 として「教育共同体(communaut66ducative)」 の提起であり,
それは生徒の教育 に関係 しているすべての人々(生 徒,教 員,父 母,教 員以外の職員,地
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方公共団体,学 校外教育活動団体,さ らには企業等 まで拡大)を 含 むもの としている。
1975年 の初等中等教育基本法(ア ビ法)で は,教 員,父 母,生 徒の三者による 「学校共同
体(communat6 scolaire)」 として構想されてお り,そ れよりもより広い概念 となった
といえるが,そ れが学校運営への参加の実質化にとっていかなる意味内容をもつことにな
りうるのかということである。第2は,1980年 代 に入って進められてきている教育の地方
分権化(d6centralisation)の 措置が,学 校 自治の拡大にどのような影響 をもた らしてい
るのかということである。とりわけて1989年 基本法により,学校教育計画(prolet d'6tabli-
ssement)の 各学校における策定;自 主的 ・自治的決定が奨励されているが,こ れが校則
の制定,予 算執行,管 理委員会の運営 などにおける抜本的変革となりえるかどうか という
問題がある。
 視点1と 視点2の 統合 ・交差する点に,フ ランスの生徒の具体的かつ実質的な,次 代を
担う市民として成長 させる教育制度的な課題が存在する。同時にそのことはフランスに限
らず我が国の青年期 における学校教育の深刻で重大な課題であることはいうまで もない。
※本研究は,日本教育学会第50回 大会(1991年8月)に おけるラウンドテーブル 「『子 ども
 の参加』研究一国連 ・子どもの権利条約批准を前にして」 における 「『子 どもの参加』
 国際比較一 フランスから」の発表をもとに原稿化 したものである。なお同学会のシンポ
 ジウムII「学校参加と学校自治」に出席 したアントワーヌ ・プロス ト氏(パ リ第1大 学
 教授)は,教 育参加にとって重要なのは,教 育の目標および自治の力 という点で,生 徒
 の参加であると述べている。
                              (1991年10月31日 受理)
資料1
公立中等学校における生徒の権利 ・
        義務および学校運営への参加 に関する政令[部分抜粋]
● 根 拠 と な る 政 令 は 「教 育 の 地 方 公 施 設 に 関 す る1985年8月30日 付 政 令No. 85-924」(d6cret
No 85-924 du 30 aofit l985 relatif aux 6tablissements publics locaux d'enseignement:
出 典Bulletin Officiel de l'Education Nationale(以 下BOと 略), No 30,5-9-1985)で
あ る が,こ れ を 修 正 す る 以 下 の 二 つ の 政 令 が 出 さ れ て い る 。 ① 「上 記 政 令 を 修 正 す る
1990年10月31日 付 政 令No 90-978(コ レ ー ジ ュ お よ び リ セ の 組 織 と運 営 な ら び に学 校 生 活 に
関 す る そ の 他 の 措 置 に つ い て)」(以 下 こ れ を 「90年 政 令 」 と す る)(d6cret No. 90-978 du
310ctobre 1990, Modification du d6cret No 85-924 du 30 ao砒 ユ985 reユatif aux
6tablissements publics locaux d'enseignement:Organisation et follctionnement des
coll6ges et des lyc6es et autres mesures relatives b la vie scolaire:出 典BO, No 42,
15-11-1990)② 「中 等 教 育 の 地 方 公 施 設 に お け る 生 徒 の 権 利 と 義 務 に 関 す る1991年2月
18日 付 政 令No 91-173」(以 下 こ れ を 「91年 政 令 」 とす る)(d6cret No 91-173 du l8 f6vrier
l991;Droits et obligations des 61乙ves dans les 6tablissements publics locaux d'el1-
seignement du seconde degr6:出 典BO, No. 9,28-2 -1991)
 こ こ で は フ ラ ン ス に お け る 生 徒 の 参 加 お よ び 権 利 ・義 務 に 関 す る 政 令 全 体 を理 解 す る た
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めに,上 記3つ の政令が個別に存在 し規定 しているのを整理 しまとめた。なおこの法令は
全58条 であるが,関 係条文のみを抜粋 したものである。また見出 し(【1で 表示)は,
内容概略をつかむため,便 宜上筆者がつけたものであ り原文には存在 しない。
【公 立 中等 学 校 に お け る教 育 自治 】
第2条 コ レージ ュ,リ セ お よび特 殊 教 育 機 関 は,教 育 に関 して(en matibre p6dagogique
 et 6ducative),以 下 に定 め る 自治(autonomie)を 享 受 す る 。
1.学 級 お よび 生徒 の グ ル ー プ分 け に 関す る学 校 の 組織 編 成,お よ び生 徒 配 分 の様 式 。
2.規 定 に よっ て 定 め られ た授 業 時 間数 の義 務 を川頁守(尊 重)し つ つ,当 該 学 校 の 自 由裁
 量 に任 さ れ る教 育 活 動 時 間 の使 用 。
3.授 業 時 間 の 編 成 と学 校 生 活 の様 式(organisation du temps scolaire et les modalit6s
 de la vie scolaire) 0
4.生 徒 の進 路 に む けて の準 備,お よび生 徒 の社 会 生 活,職 業 生 活 へ の参 入 。
5.州 ご とで の構 想 を考 慮 して,青 年 お よび 成 人 に対 す る 補 償 教 育 お よ び 継 続 教 育 活 動
 (actions de formation comp16mentaire et de formation continue)を 実 施 す る こ
 との決 定 。
6.社 会 的,文 化 的,経 済 的環 境 へ の学 校 の 開 放(ouverture)。
7.当 該 学 校 の 特 別 授 業 科 目 の選 択(choix de sujets d'6tudes sp6cifiques)。 特 に 国 の
 プ ロ グ ラ ム(教 育 課 程)に 掲 げ られ て い る も の を補 う た め に 。
8.未 成 年 の 生 徒 の た め に,家 庭 との 同意 の下 に,学 校 の イニ シアチ ブ に よ り組 織 され る,生
 徒 の た め の教 育 活 動 に貢 献 す る選 択 的(任 意)活 動 。[90年 政 令 第1条 に よ り全 文 改 定]
【学 校 教 育 計 画 】
第2-1条 1989年7月10日 付 教 育 基 本 法Nα89-486の 第18条 に 規 定 す る学 校 教 育 計 画
 (projet d'6tablissement)は,施 設 の 予 算 に 関す る諸 規 定 を考 慮 しつ つ,活 動 の 目標 と
 プ ロ グ ラ ムの 下 で,全 国 的 な教 育 課 程 の実 施 お よび全 国 的 か つ 大 学 区 の 方 向 性 の 実 施 に
 あ た って,そ れ ぞ れ の学 校 毎 で の独 自の もの を定 め る 。 この 学校 教 育計 画 は,学 校 に お
 け る 初 期 教 育,社 会 お よび職 業 へ の 参 入,成 人 の 継 続 教 育 とい っ た 様 々 な 活 動 の 一 貫
 性 を保 証 す る もの で あ る 。 この 学校 教 育 計 画 は,大 学 区 当 局 に よ る検 討 の 対 象 と な り,
 また 契 約 手 続 きへ の訴 え(要 望)を 予 定 す る こ とが で きる(pr6voir le recours h des
 proc6dures contractuelles)一 す な わ ち,学 校 教 育 計 画 は,そ れ に対 す る特 別 な財 政 手
 段(財 源)を 付 与 す る正 当 な理 由 と な る。    [90年 政 令 第2条 に よ り追 加]
【校 則 に規 定 され る権 利 お よ び義 務 】
第3条 管 理 委 員 会 に よ り採 決 さ れ る 校 則(r6glement int6rieur)は,学 校 共 同 体
  (communaut6 scolaire)の 構 成 員 そ れ ぞ れ の権 利 お よび義 務 を定 め る 。 こ の 校 則 は,
 特 に適 用 に あ た って 以 下 の よ う な様 式 を定 め る 。
1.多 元 主 義 お よび 中 立 性 の原 理 の尊 重 の下 に,生 徒 が 行 使 す る情 報 の 自由 と表 現 の 自 由。
                [90年 政 令 第3条 に よ り追 加,お よ び 以 下 の 番 号 変 更]
2.ラ イ シ テ(非 宗 教 性)お よ び多 元 主 義 の原 理 の 遵 守 。
3.人 格 と信 条 にお い て,寛 容 の精 神 と他 者 を尊 重 す る義 務 。
4.身 体 的 お よび 精 神 的 な あ らゆ る攻 撃 か ら守 られ る保 証,お よ び そ こ か ら由 来 す るい か
フランスの1989年 教育基本法(ジ ョスパ ン法)研 究(3) 63
 なる暴力 も用いない という義務。
5.生 徒自身が,自 らの活動について,一 定の責任を徐々にとるようにすること。
  [91年政令第9条 により,6号 から5号 に変更,従 来の4号(当 初の3号)は 廃止]
② 校則は,学 校共同体の構成員に知 らされる。校則に違反するすべてのことは,懲 戒手
 続 きを執行すること,又 はそれ相応の訴追 を受けることとなる。
【生徒の表現(意 見表明)の 自由】
第3-1条 校長お よび管理委員会は,生 徒代表委員会(conseil des d616gu6s des 61bves)
 との共同のもとで,生 徒たちが個人的にかつ集団的に行使する表現(意 見表明)の 自由
 (libert6 d'expression>が,教 育に関する基本法を修正 した1989年7月10日 付法律No.
 89-486の 第10条 に定められる条件において行使されるよう留意する。
                           [9!年政令第1条 により追加]
【リセ生徒の結社の自由】
第3-2条 リセにおいては,以 下に示す条件の下で,結 社の自由(1ibert6 d'association)
 が行使 される。
② リセの内部において,生 徒 により構成され,場 合 によっては当該学校の教育共同体の
 他の構成員で構成 される届出をした団体(associations d6clar6es)の 運営は,団 体 の
 定款(statuts)の 写 しを校長 に対 して提出 し,そ れらの団体の活動が教育 の公役務 の
 原理 と両立するという留保の下で,管 理委員会により認可される。特に,こ の団体 は,
 政治的または宗教的性格の目的または活動 をすることはできない。
③ これらの団体は,生 徒の集団的表現の自由の行使 に寄与することができる。
④ もし,こ の団体の活動が,上 記の原理に反する場合には,校 長は,そ れに従 うように
 させるために,団 体の会長を招請する。
⑤ 違反がいつまでも続 く場合 には,校 長は,管 理委員会に諮 り,管 理委員会は,生 徒代
 表委員会の意見 を経て,認 可を取 り消すことができる。
⑥ 本条の規定は,1984年7月 ユ6日付法律の第9条 の適用により創設される団体には適用
 されない。                    [91年政令第1条 により追加]
【生徒の集会の自由】
第3-3条 中等教育 の地方公施設においては,以 下 に示す条件の下で,集 会の自由
 (libert6 de r6union)が 行使 される。
1.生 徒代議員(d616gu6s des 616ves,ク ラスの生徒代表)の 職務の実施を定めた第19条
 の規定 による生徒代議員のイニシアチブに基づいて。
2.リ セにあっては,前 述の第3-2条 に規定する団体のイニシアチブに基づ き,も しく
 はその集会が生徒への情報伝達に寄与する学校内のグループのイニシアチブに基づいて。
② 集会をする権利(droit de r6union)は,授 業目寺問外において,あ らかじめ予定 され
 た集会参加者の時間において行われる。リセにおいては,校 則(学 校内部規則)が,生
 徒代表委員会への諮問を経て,こ の集会をする権利の行使の様式を定める。
③ 集会主催者の正当な根拠ある要請に基づ き,校 長は,場 合によっては学外者の参加 を
 認める集会の開催 を許可する。この場合において,校 長は,管 理委員会の意見を求める
 ことができる。
④ 学外者が,当 該教育機関の正常な運営を妨げる性質のものである時,ま たは本政令の
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 規定に違反する性質のものである時には,校 長は,集 会の開催 または学外者の参加を拒
 否することができる。
⑤ 許可は,人 および財産の安全が保障される条件の下において出されるものとする。
                           [91年政令第1条 により追加]
【リセ生徒の出版および配布の自由】
第3-4条 リセの生徒 によって編集された印刷物は,自 由に学校内において配布できる。
② 但 し,そ の内容が不当もしくは中傷的なものである場合,他 人の権利 または公序に対
 する重大な侵害がある場合においては,校 長は,学 校内における印刷物の配布を停止 ま
 たは禁止することができる。校長は,こ のことを管理委員会に報告する。
                           [91年政令第1条 により追加]
【生徒の義務】
第3-5条1989年7月10日 付法律の第10条 に規定する(生 徒の)勤 勉の義務(obligation
 d'assiduit6)は,生 徒が,学 校毎での授業時間によって定められた学習時間に従 うこと
 にある。勤勉の義務は,義 務的学習について,ま た生徒が任意の学習を選択する場合に
 は,そ の任意の学習について課される。
② 生徒は,教 員によって求められる学習活動 を果 さなければならない し,プ ログラムを
 尊重 し,生 徒 に課される知識の統制様式に服 さなければならない(se soumettre aux
 modarit6s de contr61e des connaissances)。
③ 生徒は,生 徒のための健康管理 と健康診断をまぬがれることはで きない。
④ 各学校の校則が,本 条の適用様式 を定める。  [91年政令第8条 によ り追加]
【校長】




校長は,学 校の執行機関(organe ex6cutif)で ある。
校長は,次 に掲げる権限を行使する。
1.学 校の執行機関として,校 長 は
 a.裁 判および市民生活のあらゆる行為において,学 校を代表する。
 b.当 該学校において採用 される,国 家公務員の法的地位を持たない職員 に対す る職務
  権限を有する。
 c.管 理委員会,常 任委員会,お よびリセにあっては生徒代表委員会 を主宰する。
                         [90年政令第4条 に より部分改定]
 d.学 校の出納の命令官である。
 e.管 理委員会の仕事を準備する。 とりわけて関係する地方公共団体 により定め られる
  物品運用,施 設 に関する方向性 との関連で,お よび学校が自由にすることので きる財
  源の範囲内で,予 算案(projet de budget)を 準備する。
 f.管 理委員会の決定事項を執行する。 とりわけて管理委員会によ り採決 された予算 を
  執行する。
 g.第2条 に規定する領域事項について,と るべ き措置を管理委員会に提出 し,管 理委
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  員会により採決された決定を執行する。
h.管 理委員会の許可を得て,学 校の名において,す べての契約お よび協定 を締結する。
                         [90年政令第4条 によ り部分改定]
 i.ユ983年7月22日 付法律の第ユ5条の9お よび第ユ5条の12に 定める条件 の下 において,
  学校の行為を,国 の代理人,大 学区当局,お よび関係する地方公共団体に伝達する。
2.継 続教育についての学校の役割の実施にあたって,学 校が公益 グループ(※1989年 教
 育基本法第19条 を参照)の 性格を持たない学校教育機関のグループに参加する場合には,
 校長は,当 該学校の継続教育の活動プログラムの中に入ることとなる協定 を結ぶ。これ
 らの協定は,学 校教育機関のグループの管理が任されている,い わゆる(そ れらの学校
 グループの)「基幹 となる学校(6tablissement support)」 という学校の世話人によっ
 て署名される。これらの協定が,学 校の財政に関わる場合,ま たは初期教育および学校
 生活に関して重大な結果を生 じさせることになる場合には,校 長は管理委員会の承認 を
 得るために,こ れらの協定を提案する。       [90年政令第4条 により追加]
3.学 校内において国の代理人として,校 長は,
 a.学 校に配属された,ま たは学校において採用 した職員全員に対 して職務権限 を行使
  する。校長は,い かなる他の行政当局により任命権限を受けなかった人々を,学 校内
  のすべての職務に任命する。校長は,こ れら上記の職員の法的地位の尊重の下に,職
  員の職務を定める。
 b.生 徒の教育,情 報,進 路および知識の管理の円滑な遂行に注意 を払 う。
                         [90年政令第4条 によ り部分改定]
 c.権 限ある行政当局 との協力の下に,学 校の関係者および財産の安全,健 康 および衛
  生 を保障するためにあらゆる措置 をとる。
 d.学 校の秩序に責任 を持つ。校長は,学 校共同体のあらゆる構成員の権利 と義務の尊
  重に注意 を払い,校 則の適用 を保証する。
 e.懲 戒行為を行い,ま た権限ある裁判機関に対 して訴追 を行 う。生徒 に対 しては,校
  長は,校 則による定められる懲戒罰の適用は別 として,叱 責 または最大限8日 間の停
  学処分 を宣告する。校長および教育チームは,懲 戒手続 きの実施に先立ち,可 能な限
  り教育的性質のあらゆる有益 な措置を追求する。 [91年政令第2条 により部分追加]
② 校長は,管 理委員会に対 して,そ の学校の管理運営 について報告を行い,大 学区当局
 および関係する地方公共団体 に,そ れらについて知 らせる。
【生徒の表現の自由のための措置】
第8-1条 リセにおいて表現の自由の行使 を可能にするために,校 長 は可能なか ぎり,
 生徒代議員,生 徒代表委員会,あ るいは生徒団体の自由にできるような掲示板および場
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一 コ レー ジュ にお いて特 殊 教 育 部 を担 当 す る副 校 長(directeur ajoint charg6 de la section
 d'6ducation sp6cialis6e),リ セ に お い て は作 業 場 長(chef des travaux)
一 関 係 す る地 方 公 共 団体(la collectivit6 rattachement)の 代 表1名
一 当 該 学 校 の位 置 す る市 町 村 の 代 表3名
,ま た は 市 町 村 共 同組 合(un groupement de
 communes)が 存 在 す る場 合 は,1名 は市 町村 共 同組 合 か ら,2名 は 学校 の位 置 す る市
 町 村 か らの代 表 とす る。
一 有 識 者(personnalit6 qualifi6e)1名
。 ま た は,そ の 職 務 に 関 して 指 名 され る 学 校 の
 管 理 職 の委 員 が5名 よ り下 回 る時 に は,2名 の有 識 者 。
  管 理 委 員 会 が1名 の 有 識 者 を含 む 場 合 は,有 識 者 は校 長 の提 案 に基 づ き,関 係 す る地
 方 公 共 団 体 の意 見 を経 て,教 育 に関 す る県 の長 で あ る大 学 区 視 学 官 に よって選任 され る。
  管 理 委 員 会 が2名 の 有 識 者 を含 む 場 合 は,最 初 の1名 は,教 育 に 関 す る県 の 長 で あ る
 大 学 区 視 学 官 に よ り選 任 され,後 の1名 は,関 係 す る地 方 公 共 団体 に よ り選 任 さ れ る 。
  も し,大 学 区 視 学 官 に よ り選 任 さ れ る有 識 者 が,労 働 者 の 組 合 団体 また は雇 用 主 組 合
 団 体(1es organisations syndicales des salari6s ou les organisations sypdicales
 des employeurs)を 代 表 す る な らば,関 係 す る地 方 公 共 団 体 に よ り選 任 され る 有 識 者
 は,そ れ ぞ れ そ の 逆 の 組 合 団体 を代 表 しな け れ ば な らな い 。
  も し,大 学 区 視 学 官 に よ り選 任 さ れ る有 識 者 が,労 働 者 の 組 合 団体 また は雇 用 主 組 合
 団 体 の どち ら も代 表 して い な い な らば,関 係 す る地 方 公 共 団体 に よ り選 任 され る有 識 者
 は どち らの組 合 団体 も代 表 す る事 は で きな い 。
  労 働 組 合 また は雇 用 主 組 合 の代 表 の指 名 に あ た っ て は,県 の段 階 で の そ れ らの団 体 の
 代 表 性 が,考 慮 され な け れ ば な らな い。      [90年 政 令 第7条 に よ り部 分 追 加]
一 学 校 の職 員 の選 出代 表10名
。 うち7名 は教 員(personnels d'enseignement et d'educatio-
 n)か ら,3名 は 管 理,社 会 お よび保 健 衛 生,技 術,労 務 お よび事 務 の 職 員(personnels
 administratifs, sociaux et de sant6, techniques, ouvriers et de service)の 中 か ら
 選 出す る。
一 生 徒 の父 母 お よ び生 徒 の代 表10名
。
 コ レー ジ ュ に お い て は父 母 の選 出代 表7名,生 徒 の選 出代 表3名 とす る。
 リセ に お い て は父 母 の選 出代 表5名,生 徒 の 選 出代 表5名 と し,も し,バ カ ロ レア以 後
 の学 級(classes post-baccalaureat)が 有 る場 合 は,そ れ らの生 徒 を代 表 す る少 な く と
 も1名 の代 表 を含 む もの とす る。
【管 理 委 員 会 の 権 限 】
第16条 学 校 の 審 議 機 関 と して,管 理 委 員 会 は,校 長 の 報 告 に基 づ き,特 に以 下 に定 め る
 権 限 を行 使 す る。
1.管 理 委 員 会 は,第2条 に定 め る領 域 に お い て,学 校 が 決 め る こ との で きる教 育 自治 の
 実 施 の原 理(principes de mise en oeuvre de 1'autonomie p6dagogique et 6ducative),
 お よび と りわ け て学 校 の組 織 運 営 規 則(rbgles d'organisation de I'etablissement)を
 定 め る 。
2.管 理 委 員 会 は,学 校 教 育 計 画(projet d'6tablissement)を 採 決 す る 。
3.管 理 委 員 会 は,毎 年,特 に学 校 教 育 計 画 の 実 施,達 成 す べ き目標,お よび獲 得 され た
 結 果 を考 慮 して,当 該 学 校 の教 育 運 営 に 関 す る報 告 書 を作 成 す る。
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4.管 理委員会は,学 校の予算および決算報告を採決する。




 c.学 校が調印者となる協定の調印,ま たはすべての学校のグループへの加入について。
 d.学 校が参加する成人のための教育についての学校のグループ(GRETA)の 活動面
  への参加の様式,継 続教育の年次活動プログラムお よび公益 グループへの学校の加入
  について。
7.管 理委員会は,以 下のことについて審議を行 う。
 a.現 行の法令によって管理委員会が知るべ きすべての問題について,同 様に教育共同
  体の構戒 員の情報および学校内での作業グループの設立に関係がある問題について。
 b.生 徒の父母との対応および情報,学 校生活への父母の参加の一般的様式について。
 c.保 健衛生および安全に関する問題について。管理委員会は,学 校内におけるこの分
  野について取るべ き措置を提案するために,特 に学校内の教職員の代表で構成する権
  限ある機関を設置することを決定することができる。
8.管 理委員会は,学 校教育計画の枠内において,お よび場合によっては施設運用 に関 し
 ての関係する地方公共団体の方向性の枠内において,学 校に割 り与 えられた予算のより
 良い使用,お よび環境への良好な適用を可能にするような,そ の学校固有のすべての特
 別な活動を立てることがで きる。
9.管 理委員会は,贈 与お よび遺贈の受理,財 産の獲得 または放棄,お よび裁判所 に対 し
 て訴訟を起こし,ま たは弁明する行為の許可 を行 う。
ユ0.社 会,経 済および職業分野 と学校 との関係に関する問題,お よび成人の継続教育に関
 する問題について,協 議 と提案のための機関の設置 を決定することができる。この機関
 が,経 済分野を代表する人物を含む場合においては,県 の段階での経営者団体および労
 働組合の代表的な団体の代表が,同 数 となるようにする。
11.管 理委員会は,校 則を採決する(※ 原文のママ,5号 との重複)。
        [90年政令第9条 により全面改定,の ち9ユ年政令第4条 により部分改定]
【管理委貝会の意見表明権限】
第16-1条 管理委員会は,校 長の付託に基づ き,次 に掲げる権限を行使する。
 a.管 理委員会は,学 校における科(sections),選 択教科(options),お よび地方 の
  イニシアチブに基づ く補足的教育(formations comp16mentaires)の 設置およ廃止
  の年次ごとの措置について意見を表明する。
 b.教 科書,コ ンピューターソフ トおよび教具の選択に関する原則 について。
 c.1983年7月22日 付法律の第27条 に規定する,学 校の登下校時間の,市 町村長 による
  修正について。
② 管理委員会は,学 校の全体的管理運営に関する問題について,校 長により諮問される
 ことができる。
③ 管理委員会は,そ のイニシアチブにより,学 校の生活 に関する問題について,あ らゆ
 る要求を採択することがで きる。         [90年政令第10条 により全面改定]
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【管理委員会の票決】
第16- 2条 第16-1条 および第16-2条(※ これは第16条,第16-1条 の間違いと思わ
 れる)の 適用による表明された管理委員会の意見および決定は,個 々人の投票に基づい
 て行われる。管理委員会の一人の委員が要求すれば,秘 密投票で行われる。可否同数の
 場合は,決 定は,管 理委員会の議i長に委ね られる。   [91年政令第ll条 により追加]
【管理委員会の運営】
第17条 管理委員会は,少 な くとも一年に3回,校 長の発意 により定期会合 として開かれ
 る。管理委員会は,そ れとは別に,大 学区当局,関 係する地方公共団体,校 長 または委
 員の少 なくとも半数の要求により,決 め られた議事 日程 により臨時会合 として開かれる。
 会期は,関 係する地方公共団体の参加の通知後,30日 以内に,予 算の検討のためにあて
 られる。                   [90年政令第12条 により全面改定]
② 校長は,会 議の日時を定める。校長は,少 なくとも10日前に,議 事日程案,お よびあ
 らかじめ準備 した文書 を含めた招請状を送付する。但 し,緊 急の場合の期間は,こ の限
 りではない。
③ 管理委員会は,出 席者の数が,会 議のはじめにおいて,過 半数を超えないかぎりは有
 効 なもの として開催できない。 もし定足数に達 しない場合は,管 理委員会は改めて招集
 され,そ れは少な くとも8日 以後,最 大限15日 以内に行われなければならない。この場
 合,出 席者の数にかかわ りなく,有 効なものとして審議される。緊急の場合は,こ の期
 間は3日 間に縮小することがで きる。      [90年政令第12条 により部分追加]
④ 議事 日程は,会 議の最初に採決 される。議事 日程に載せ られているすべての問題,お
 よび第2条 に定め られた領域に関係のあるすべての問題は,常 任委員会において,あ ら
 か じめ予備審議の対象 とされなければならない。そしてその結論は,管 理委員会の委員
 に知 らされるもの とする。
【生徒代議員の権限】
第18-1条 生徒代議員(d616gu6s des 61さves)は,生 徒達の意見 と提案 を集め,校 長お
 および管理委員会にそれらを反映することができる。  [91年政令第5条 により追加]
【生徒代表の選出】
第19条 生徒代表の選挙は,2段 階で行われる。2名 の生徒代議員(d616gu6s d'61さves)
 が,各 クラスごとに,ま たはそれと異なる機関にあっては大臣が定めるグループごとに,
 2回 の単記投票によって選出される。生徒である者はすべて,選 挙権と被選挙権を有す
 る。
② 寄宿舎を持つ学校 においては,寄 宿生全体が,そ の代表を選出するための1つ のクラ
 スとみなされる。
③ 生徒代議員は,管 理委員会への生徒代表 を,そ の内部か ら,同 様の手続 きによって選
 出する。 コレージュにおいては,指 導課程(cycle d'orientation,※ 中学校の第三,第
 四学年のこと)の 生徒のみが選出されることができる。州立特殊教育学校においては,
 コレージュの第4級 と同等 またはそれ以上のクラスの生徒のみが選出されることがで き
 る。
 【常任委員会の構成】
第26条 コレージュおよびリセの常任委員会(commission permanente)は,以 下の委







一5名 の教職員の選出代表:う ち4名 は,教 員代表および,管 理,教 育,監 督,図 書の教
 職員の代表であり,う ち1名 は,行 政 または財政管理,社 会,保 健衛生,技 術,労 務,
 事務 もしくは実験場の職員の代表である。






第28条 常任委員会は,管 理委員会の検討に付 されるすべての問題 についての予備審議 を
 担当する。常任委員会は,第2条 に規定する領域に属する問題 について,義 務的に諮問
 される。
② 常任委員会は,す べての有益な討議 とりわけて教授 ・学習指導チームの討議 に留意
 する。
③ 管理委員会に関する招集 と定足数に関する第17条 に定められた規定は,常 任委員会に
 適用 される。管理委員会の委員の代替に関する第24条 第1項 に定められた規定は,常 任
 委員に適用される。
【生徒代表委員会】
第29条 リセにおいては,生 徒代議i員の全体集会 ¢6union de l'ensemble des d616gu6s des
 616ves)が,生 徒代表委員会(conseil des d616gu6s)と なる。生徒代表委員会は,校 長
 により主宰され,副 校長,教 育主任 カウンセラー,お よび教育カウンセラーがその会議
 に出席する。
② 生徒代表委員会はその内部に,常 任委員会(commission permanente)を 選出する。
[90年政令第21条 により全面改定 ・追加 ※従来29条,30条 は,「改善および職業教育委
員会」であったが,こ れは廃止 された]
【生徒代表委員会の権限】
第30条 生徒代表委員会は,学 校生活および教育活動に関する問題 について (questions
 relatives a la vie et au travail scolaires)意 見を表明 し,提 案を行 う。それゆえ生




3.進 路指導に関する情報,お よび学校教育ならびに大学教育 に関する情報,職 業進路に
 関する情報
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4.健 康,衛 生および安全
5.教 育主任カウンセラーおよび教育カウンセラーと協働 して,生 徒代表の職務の教育
② 生徒代表委員会は,学 校において活動 している諸団体のプログラムについて意見 を表
 明する。
③ 生徒代表委員会は,少 なくとも1年 につき3回,校 長の招集に基づ き開催 される。委
 員会は,さ らにその構成委員の2分 の1の 要求により,特 定の議事について臨時会が開
 催 される。
④ 生徒代表委員会は,特 定の課題について,内 部に作業部会(groupes de travail)を
 設けることができる。           [90年政令第22条 により全面改定 ・追加]
【懲戒委員会】
第31条 常任委員会は,学 校の懲戒委員会(conseil de discipline)と なる。常任委員会
 が懲戒委員会 となる時,常 任委員会には,管 理委員会への生徒代表によって選出された
 生徒代表のほかに,生 徒代表の補充代表 ユ名が加わる。
                        [90年政令第23条 により部分改定]
② 懲戒委員会によりなされたすべての決定は,生 徒の家族,生 徒が成人であれば生徒自
 身,お よび校長により8日 以内に大学区総長に対 して控訴で きる。大学区総長は,自 分
 を議長 として開催する大学区委員会(commission acad6mique)の 意見 を経て,決 定
 を下す。
【教授 ・学習指導チーム】
第32条 学級 ごとに,ま たは場合によっては課程(cycles)ご とで編成される生徒のグルー
 プごとに(教 員によって)構 成される 「教授 ・学習指導チーム(6quipes p6dagogiques)」
 は,教 員の問での協力を助長することを任務 として有する。特にそれは,学 校教育計画
 の策定および実施,生 徒達の学習の遂行 とその結果を保障 し,生 徒達の個人的学習の援
 助を行 うために,教 育お よび教育方法の調整に関することについてである。教授 ・学習
 指導チームは,生 徒達の学校における学習の良好な展開,お よび進路の選択 について,
 生徒に助言 を行う。これらの任務の枠内において,教 授 ・学習指導チームは,家 庭 と生
 徒 との関係 に責任を持ち,他 の職員とくに教育職員,進 路指導職員(personnels d'6du-
 cation et d'orientation)と 協 同して活動を行 う。
② 教科 ごとまたは専門領域 ごとで(par discipline ou sp6cialit6)構 成される教授 ・学
 習指導チームは,教 員の間で必要 な協力,特 に教材,教 科書,教 育的援助の選択につい
 て,そ れらを助長することを任務 とする。
② 教授 ・学習指導チームは,校 長の主宰の下で開かれる。
③ これらの規定は,州 立の初等教育学校(6coles r6gionales du premier degr6)に は
 適用 されない。                 [90年政令第24条 により全面改定]
【学級委員会】
第33条 コレージュ,リ セ,お よび州立特殊教育学校においては,各 学級または生徒集団
 ごとに,校 長 またはその代理人の主宰のもとに,「学級委員会」(conseil de classe)が
 設置される。
② 学級委員会の委員は以下の通 りとする。
一学級または学級集団(groupe de classes)の 教員





③ 以下の者が,学 級の一人または複数の生徒の個人的事情(cas personne1)を 知るべ
 き時には,以 下の者 も学級委員会の委員となる。
一学校保健医師,ま たは進路 ・職業指導医師,も しくは学校医
一 ソシアルワーカー
一学校看護婦
④ 校長は,第1学 期の間に,父 母団体および父母 グループによってあらか じめ準備され
 る名簿(リ ス ト)に より各学級の父母の正代表2名 と補充代表2名 を選任するために,
 管理委員会の委員への選挙の際に候補者 を出 した父母団体および父母グループの責任者
 たちとの会合 を開く。
⑤ 校長は,そ れぞれの父母団体 またはグループによる管理委員会への委員選挙の際に獲
 得 した票数 を考慮 して,委 員席数を配分する。
⑥ 当該学級の父母の代表 を選任することが明らかに不可能である場合には,委 員代表の
 席は,他 の任意の学級の父母 に委ねることができる。
⑦ 父母は,バ カロレア以後の学級 については,学 級委員会に代表出席 しない。




⑩1971年ll月2日 付政令 に規定する主任教授(professeur principa1),ま たは教授 ・
 学習指導チームの代表1名 は,学 級委員会(conseil de classe)に 対 して,生 徒 により
 獲得 された学習の結果(r6sultats)を 提示 し,教 授 ・学習指導チームにより作成 され
 た進路についての助言 に関する観察結果を提起する。これらに基づいて,ま たこのチー
 ムのメンバーによる教育的,医 学的および社会的な諸要素全体を考慮 して,学 級委員会
 は,個 々の生徒の学習活動 と学習選択 をより良 く導 くために,個 々の生徒の学校教育の
 経過について検討する。             [90年政令第25条 により全面改定]
⑪ 同じような条件の下で,お よび家庭または成人 した生徒の要請により,あ るいはそれ
 らの同意の下に集められた補足的情報を考慮 しつつ,学 級委員会は1990年6月14日 付政
 令の第10条 に規定する条件 において,進 路の提案 もしくは留年の提案を表明する。
                         [90年政令第25条 により全面改定]
⑫ これらの規定は,州 立の初等教育学校,州 立の特殊教育学校初等部にも適用されない。
 これらの教育機関の初等学校の学級は,市 町村立小学校の学級 と同じ運営規則の下に置
 かれる。
⑬ 相互情報連絡の関係(relations d'information mutuelle)が,校 長のイニシアチブ
 により,同 じグループ,同 じ学級,ま たは同 じ学年の教員,生 徒および父母の問で,特
 に新学年度の始 まりから確立 される。
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資料2
リセ,コ レージ ュお よび州立特殊教 育学校 の
                       生徒 の権利 と義務(第1通 達)
● 本 文 で 述 べ た よ う に,1991年3月 か ら4月 に か け て 「中 等 教 育 の 地 方 公 施 設 に お け る 生
徒 の 権 利 と 義 務 に 関 す る1991年2月18日 付 政 令 」 を 具 体 化 す る 解 釈 的 通 達 が4つ 出 さ れ
て い る 。 こ こ で は 紙 幅 の 関 係 上,特 に 重 要 で 総 合 的 に 規 定 し て い る 第1通 達 を 掲 載 し
た 。1991年3月6日 付 通 達No 91・-052(Circulaire No. 91-052 du 6 mars l991, Droits et
obligations des 61dves des lyc6es, coll6ges et 6tablissements r6gionaux d'enseignement
adapt6:出 典BO, No. 11,14-3-!991)
・この通達は,「中等教育の地方公施設(リ セ,コ レージュおよび州立特殊教育学校)に
おける生徒の権利 と義務に関する1991年2月18日 付の政令」の規定の適用様式 を定めるこ
とを目的とする。
・この政令は首相向けの報告 を伴 ってお り,そ こでは生徒の権利 と義務が基礎 としている
精神 と原理を強調 していた。公立の学校(Ecole publique)の 良好な管理運営 に必須 の,
これらの原理については,中 央教育審議会の中においても議論の対象 とな り,圧 倒的多数
の賛成で認められたのである。それらの重要性を考慮 しつつ,あ なたがた(教 育行政担当
者,校 長)が 容易に参照することがで きるように,こ の通達の付録 として首相宛の報告書
を提出することが有効であると判断 した。(※ この首相宛報告書は割愛 した)
・1991年2月18日 付の政令は,「 教育の地方公施設に関するII多正 された1985年8月30日 付
政令No 85-924,お よびコレージュ,リセ,特殊教育学校における懲戒手続 きに関する1985
年12月18日 付政令No 85-1348を 修正するものである。
・コンセイユ ・デタが評価 していたように,公 教育のリセおよびコレージュの生徒が,す
でに法的にも事実上も,原 理的には普通法の条件において,ま た彼 らがそれらの権利 を行
使するという法的能力を有 しているという条件の下で,集 会の自由に関する1881年6月30
日付法律,出 版の自由に関する1881年7月29日 付法律,お よび結社の協定に関する1901年
7月1日 付法律 によって,そ れぞれ認められている権利 を行使できていることに注意 して
おくことが望 ましい。
・校則(内 部規則)は ,今 後再検討 されなければならないだろうし,場 合によってはその
結果修正 されることとなろうが,そ れは生徒の権利が学校内において具体的に行使 される
ことができるような方法について,詳 細に規定するものとする。教育の公役務の組織 と運
営の原理 と両立 しなければならない自由の行使の真の条件の決定にとって,地 方 ごとの特
殊性 を考慮することは実際極めて重要なものである。
・このような任務において校長 を助けるために,ま た校則の再検討を容易 にす るために,
かつそれらの生徒の権利の内容の均一性 を保証するために,学 校内部においてのこれらの
権利の行使 についての全国的枠組み(cadre national)を 決定することが必要であると考
えたのである。
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・1991年2月18日 付政令は,こ の目的を達成するものである。 この政令は,教 育 に関する
1975年7月ll日 付法律No. 75-620,お よび1989年7月10日 の教育基本法(第10条 第1項 お
よび第2項)の 諸規定の中に入るものである。この政令はまた最終的に 「子 どもの権利条
約」による国際的な面か らも特徴づけられる青年のための極めて広範な規定の中に,お よ
び教育基本法のその他の適用措置(進 路指導に関する第8条 の規定:リ セにおける生徒代
表委員会に関する第10条3項 の規定)に よってフランスの教育制度の中に位置づけられる
ものである。
・1991年2月18日 付政令の規定 は,教 育の地方公施設(※ 公立 の中等学校であるリセ,
コレージュなどのこと)に しか適用 されないものである。生徒の権利 と義務 を扱 っている
同じような新 しい規定がそれらの生徒にも適用 されるよう,国 が管轄するままとなって
いる教育機関,お よび市町村および県の教育機関の組織に関する1986年1月31日 付政令No
86-164の改定作業が進行中である。校長は,今 からこの通達の規定を参考 として,現 在適
用 されている校則の改定を準備するものとする。
1一 以 下 の 状 況 の 中 で,こ の 文書 全 体 を適 用 す る条 件 は存 在 す る。
1.コ レー ジ ュ お よ び リセ は,教 育 の公 役 務 と して の教 育 の場 で あ る。
・生 徒 の権 利 と義 務 の行 使 は
,学 校 教 育 機 関 に お け る教 育 の究 極 的 目標 と密 接 不 可分 な も
の で あ る し,こ の教 育 目標 の た め に しか そ の意 味 は な い 。権 利 と義務 の 行 使 は,実 際 上,
市 民 と して の責 任 感 を生 徒 達 に つ ち か う こ と を 目的 と して い る。 これ らの権 利 と義務 の 実
行 は,公 役 務 と して の基 本 原 理 の尊 重 に お い て,特 に ライ シテ の原 理 お よび無 償 制 の原 理
の尊 重 の下 に お い て の み行 わ れ る こ とが で きる 。
・ライ シテ(非 宗 教1生)お よび無 償 制 の原 理 は
,特 に1989年12月12日 の 幾 つ か の 通 達(B
OENの1989年12月21日 付, Nα46)お よび1990年5月30日 付 通 達Nα90-121(BOEN,1990
年6月7日 付,No 23)に お い て述 べ られ て い る 。
2.生 徒 は教 育 共 同体 の構 成 員 と して権 利 を行 使 し義 務 を果 た す 。
・この よ うに して生 徒 の権 利 と義 務 は
,学 校 に お け る 校 則(rbglemen七in七6rieur)に お
い て詳 細 に定 め られ な け れ ば な ら ない 。校 則 は す べ て の者 に よ って,こ れ らが 効 果 的 に用
い られ る よ うに しな け れ ば な らな い し,ま た容 易 に知 り理 解 され る もの で な けれ ば な ら な
いo
・これらの新 しい規定 を取 り入れるために行われることとなろう校則 の修正は,学 校共同
体(communaut6 scolaire)の すべての代表 と共に協議 して行われなければならない。 よ
り良くそれらを達成する方法 を考 えるのは校長の役割である。リセにおいては生徒代表委
員会が,こ の校則改定作業に参加するものとする。
・管理委員会によって承認 されることによって,こ の新 しい校則は,最 大限の方法で,生
徒達や父母,そ して様々な教職員に知 らせなければならない。当該学校に所属することに
より,実 際,教 育共同体のすべての構成員に,校 則 を尊重することが義務づけられる。校
則 は,容 易にアクセスできる場所 において,永 続的に掲示されなければならないものとす
る。また,校 則の主要な規定の重要性および存在意義が強調 されるものとする。このよう
な方法は,生 徒の公民精神の教育についての配慮 と関係 している。
・それぞれの学校の校則は,次 の規定によって定められた諸規則 と一致 しなければならな
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いo
-1985年8月30日 付の修正された政令No.・85-924の第3条,お よび1986年1月31日 付政令
 No 86-164の 第4条 は,校 則が,義 務的に以下のことを扱うことを示 している。
・ライシテ(非 宗教性)の 原理の尊重。
・1989年7月10日 付教育基本法の第10条 に規定するように,多 元主義および中立性原理の
尊重の下において生徒が行使する情報の自由および表現の自由。
・人格 と信条において,寛 容の精神 と他者の尊重の精神 を持つ必要性。
・あらゆる身体的または精神的な攻撃か ら守 られる保証,お よびそこから由来するいかな
る暴力 も用いないという義務。
・生徒達自身が,自 らの活動について一定の責任の自覚 をしだいに持つようになること。
一修正された1985年8月30日 付政令No 85-924の第3-1条 から第3-5条(1991年2月18日
付政令の第1条 および第8条)は,そ れぞれ表現の自由,結 社の自由,集 会の自由,お よ
び出版の自由の行使の条件,そ して生徒の勤勉の義務の一般的制度について規定している。
一懲戒手続 きに関する1985年12月18日 付政令No 85-!348(弁 明権一不服の場合の控訴権)。
これは,1991年2月18日 付政令の第6条,第7条 によって補完された。校則には,生 徒が
受けることとなる懲戒罰を規定 しなければならない。校則 に規定のない懲戒罰は宣告する
ことができない。人および財産に対するあらゆる侵害は,懲 戒罰の適用対象となりうる。
・懲戒罰の適用にあたっては,懲 戒罰の対象 とな りうるすべての者について平等な取 り扱
いをしなければならない し,ま た懲戒罰を受ける理由については生徒全体 によって明白に
知覚されることができなければならない。最後に,過 ちについての懲戒罰の比例原則は,
常に尊重 されなければならない。
・いかなる場合において も,懲 戒罰の宣告をする前に,自 らの行為とその結果 として生 じ
たことについて,生 徒の反省を促すような教育的性質をもった措置を優先的に探求するこ
とが望ましい。




・市民権および責任ということについての学習訓練は,コ レージュへの入学か ら,大 多数
の者が成人の年齢 に達するリセの学年まで,段 階的に深められるようなものとならねばな
らない。 したがって学校教育のすべての段階で,生 徒の権利の行使 と,そ れ と関係する生
徒の義務の順守は,生 徒達に対 して,生 徒達の責任 を果たすようにする習慣がつ くことに
なり,ま た学校共同体の他の構成員 との関係を変革することに役立つものである。
・このような段階的な前進を考慮に入れて,リ セの生徒の権利の行使 は,1991年2月18日
付政令において,特 別な規定(集 会の権利,結 社の権利,出 版の権利)を 設けたのである。
H一 順をおって,す べての生徒の権利(A),リ セの生徒に特別な権利(B),生 徒全体
  の義務(C)に っいて述べる。
A一 すべての生徒によって行使されうる権利。
・生徒は,個 人的な権利 と集団的な権利を使用する。
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 これらの権利を行使する条件は,人 間としての基本的権利に一致 して,こ の文書のあと
に付けた首相宛の報告書において述べ られている。
 1991年2月18日 付政令は,極 めて特別に,意 見表明の権利,生 徒の集会を開 く権利,お
よびそれらの権利の行使の様式について述べている。
 次のような幾つかの側面が強調されるべ きであろう。
・集団的な意見表明の権利(droit d'expression collective)は ,生 徒代表 を介 して,お
よびさらにリセにおいては,生 徒の団体(結 社)を 通 して行使 される。学級の生徒代表は,
生徒達の意見や提案を集約 し,そ れらを校長および管理委員会において表明することがで
きる。
 校長および管理委員会は,リ セにおける生徒代表委員会 と協力 して,こ の表現(意 見表
明)の 自由が,上 述 したライシテ,多 元主義,お よび公役務の中立性の原理 を順守してい
るかどうかについて留意する。
・集会 を開 く権利(droit de r6union)は ,公 立の中等教育学校 のすべ てにおいて,





・首相宛の報告では,こ れ らの個人的権利および集団的権利の行使 は,政 党への加入勧誘
あるいはそれの宣伝行為を認めることができない,と いうことを強調 している。特 に一定
の手段を用いて(例 えば身体的および精神的圧力),生 徒 自らの判断による自律的な自己
決定を妨げるような性質をもち,主 義 ・主張を押 しつけようとする意図(宣 伝行為),あ
るいは政党加入を求める意図(加 入勧誘)を もった行為は問題 とされる。
B一 リセの生徒およびその学年に準 じる州立特殊教育学校の生徒に適用される特別な権利。
 1991年2月18日 付政令は,リ セにおいて新 しい集団的権利の行使 を規定している。
a)集 会を開 く権利(droit de feunion)は,生 徒 に情報 を伝えるということを容易 に
 するという重要な目的を持つ ものである。法律および教育の公役務の基本原理に矛盾 し
 ないかぎり,選 ばれた議論のテーマに関 して,様 々な異なった意見,同 調する意見ある
 いは反対意見が自由に述べることがで き議論することができるよう,何 ものによって も
 妨げられないという条件の下で,生 徒が全体的な関心をもっている現実の問題が取 り扱
 われる。
・修正された1985年8月30日 付政令の第3-3条(1991年2月18日 付政令 の第1条)に 規
定する条件において,各 学校の校則が,校 長により認められる(集 会開催の)許 可の様式
について定めるものとする(例 えば,申 請書の提出から集会開催予定 日までの期間,人 お




育的枠組と教育共同体の内部において存在すべ き信頼の関係の中に織 り込 まれるものとな
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ろ う。 リセ の生 徒 達 が学 校 の 集 団 的 生 活 に とっ て の重 要 性 を 自覚 す る た め に,こ の集 会 を
開 く権 利 を責 任 あ る方 法 で行 使 す る よ う に,リ セ の生 徒 を援 助 す る こ とが あ な た が た(校
長 ら)に は求 め られ て い る 。
・集 会 開催 につ い て の拒 否 をす るあ ら ゆ る決 定 は
,書 面 に よ り,詳 細 にか つ 完 全 に そ の 拒
否 の理 由 が 述 べ られ な け れ ば な ら ない 。 そ の理 由づ け は,明 確 に,修 正 さ れ た1979年7月
ll日 付 法 律No 79-587お よ び行 政 行 為 の理 由 づ け(motivation)に 関 す る1987年9月28日
付 の適 用 の た め の通 達(J.O.1987年10月20日 付No.・243)の 規 定 に一 致 し,あ なた が た の 立
場 を正 当化 す る法 的状 況 と事 実 の状 況 を明 らか にす る もの とす る。
b)団 体 を結 成 す る権 利(droit d'association)は,こ れ ま で は単 に社 会 ・教 育 ク ラ ブ お
 よ び ス ポ ー ツ ク ラ ブ(foyers socio-6ducatifs et des associations sportives)に お
 い て実 践 され て きた が,共 通 の 権 利 と して,リ セ の生 徒 全 体 に認 め ら れ る もの で あ る。
・リセ の生 徒 が 成 人 して い るな らば
,彼 らは1901年7月 ユ日付 法律 に よ る届 出団体(結 社)
を創 設 す る こ とが で きる 。 これ らの 団体 は,リ セ の 中 にそ の住 所 を定 め る こ とが で き る 。
学 校 の教 育 共 同体 の構 成 員 で あ る大 人 は,こ れ らの 団体 の 活 動 に参 加 す る こ とが で き る。
・この 団体 結 成 の権 利 の行 使 の 条 件 は
,修 正 さ れ た1985年8月30日 付 政 令 の 第3-2条
(1991年2月18日 付 政 令 の第1条)に 規 定 され て お り,そ こ で は特 に,管 理 委 員 会 に よ る
団体 の認 可 の 手 続 き,お よび 団体 の 活 動 の事 実 が教 育 の公 役 務 の原 理 に違 反 した場 合 の 校
長 の役 割 につ い て 明示 して い る。
・政 令 は,団 体 の 目的(団 体 の 名 称 とそ の定 款 に表 記 され て いる こ と)と 団体 が実 際 に行 っ
て い る活 動 を区 別 して お り,リ セ の 中 に お い て活 動 す る こ とが で きる とい う こ とに 同 意 が
与 え られ る とい う重 要 な利 点 を考 慮 して,管 理 委 員 会 お よ び校 長 が,こ れ らの 団体 の 活 動
そ の も の につ い て,詳 細 な情 報 手 段 を規 定 す る よ う にす る もの とす る。 活 動 内容 が よ く見
え る よ う に,団 体 の 活 動 プ ロ グ ラ ムが 定 期 的 に,管 理 委 員 会 や校 長 に知 ら され る こ とが 望
ま しい 。
・リセ の 内部 に お け る団 体 活 動 の認 可 の拒 否 あ るい は取 り消 しに つ い てのす べ て の決定 は
,
上 述 の諸 文 書 に よ り定 め られ た条 件 に お い て,正 当 な理 由 あ る もの で な け れ ば な ら な い。
・学 校 内 に お い て 活 動 す る ス ポ ー ッ ク ラ ブ は ,1984年7月16日 付 法律No 84-610お よ び1986
年3月14日 付 政令No. 86-495に よ り規 定 さ れ て い る通 りで あ る。
c)出 版 の権 利(droit de publication)は,修 正 され た1985年8月30日 付 政 令 の 第3-4
 条(1991年2月18日 付 政 令 の第1条)に 規 定 され て い るが,こ れ に つ い て は 生 徒 に よ る
 出版 物 の作 成 と配 布 に 関す る別 の特 別 の 通 達 に よ る(※1991年3月6日 付 通 達No.・91-051
 の こ と)。
                    ★
・こ れ らの 権 利 の行 使 に あ た っ て,特 に リセ の 生 徒 の集 団 的 な意 見 表 明 の権 利 の 行 使 に あ
た っ て は,校 長 は,掲 示 板 へ の ア クセ ス を,生 徒 代 表,生 徒 代 表 委 員 会,お よ び生 徒 の 団
体 に対 して 保 障 し,学 校 の設 置 条件 を考 慮 しつ つ,容 易 に ア クセ ス で き る よ う な場 所 を 自
由 に使 え る よ う に,す べ て の生 徒 代 表 や 委 員 会,団 体 に で きる だ け保 障 し な けれ ば な らな
い 。校 長 は,こ の点 に つ い て,生 徒 代 表 委 員 会 お よび管 理 委 員 会 の意 見 を集 約 す る もの と
す る 。
・また 同様 に
,掲 示 板 や場 所 の利 用 条件 を定 め た り,問 題 が生 じた場 合 に必 要 な裁定 を行 っ
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たりすることは校長の役割に属する。
・校長は,公 序 または個人の権利への侵害をもたらす ような掲示物(貼 紙)を 取 り除 くこ
とができる。 この管理権 を行使することができるように,校 則において,本 人またはその




・あらゆる共同体組織 と同様に,学 校教育機関における毎 日の生活の義務 は,集 団生活を
保障するためにある運営規則 を遵守することにある。
・これらの義務は,生 徒全体に課 されるものである。実際,教 育目標において,コ レージュ
およびリセは,青 年を市民権の行使ができるように準備するという役割をもってお り,公
民精神の育成 という配慮 を常にもっていなければならない。したがって生徒達は,適 用 さ
れる規則について知る権利 と,そ れらを遵守する義務 を有 している。
・学校教育に特有な義務全体から由来 して,こ の第一次的な原則はある。
・生徒達は,教 育共同体の構成員全員 について,そ の個人および財産について尊重する。
・生徒の固有の関係から,生 徒たちは自らの学習 という任務 を成就する義務を負っている。
修正 された1985年8月30日 付政令の第3-5条(1991年2月18日 付政令の第1条)は,こ
れらの義務の中心に,生 徒の個人の将来計画においてうまくい くような必要不可欠な条件
として,勤 勉の義務を置いている。勤勉は,学 校の授業時間に組み込 まれた学習時間と教
育プログラムに従 うということによって定義づけられる。 このことは,生 徒が履修登録 し
ている必修教育および選択教育に関係 し,ま たそのために行われる試験 と考査 にも関係 し
ている。最後に,勤 勉は,学 校教育の履修に関しての,ま た職業分野についての情報伝達
の会合(s6ances d'information)の 際にも求められるものである。 このような会合 は,
実際,1989年7月10日 付法律が規定 している,生 徒個人の進路計画を作 り上げることを容
易にするためのものである。
・学校の施設 ・設備が悪化 していくことを考慮 して,学 校の建物,施 設,備 品の状態を良
くしておかねばならないことを,生 徒に喚起 しておくことが必要である。
・生徒は,健 康管理 と健康診断 を免れることはできない。機械 を前にして労働することと
なる技術教育の生徒達は,労 働法により求められている許可 を得るに必要な,ま た労働視
学官から求め られる医学適性検査 を受ける。
・これらの義務を欠いている場合は,校 則に規定 した懲戒罰の適用対象となる。成人 して
いる生徒の責任,ま たは未成年の生徒の親の責任は,場 合 によっては問題となりうる。
                    ★
・教育共同体の第一次的責任者である校長については,生 徒達 に与えられた新 しい権利が,
この教育共同体のすべての構成員によって尊重 され,ま た同様 に生徒の義務が果たされる
ようにすることに注意を払 うものとする。
・リセにおいてはかなり特別に,生 徒たちの成熟度が増大 してきていることを考慮 し,ま
たそれ と関連 して,教 育共同体の日々の運営により活発な役割 を果たしたいという生徒の
要望を考慮 して,集 団的な生活の方法を,政 令は確立 したのである。
・同時に,フ ランス共和国の伝統的価値が反映 した,公 教育の基本原理に一致 した,こ れ
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らの権利の行使に必要な条件をこの文書は定めている。あなたがた(校 長)の 積極的な支
持 と管理の下で,教 育基本法の精神に基づいて,こ れらの補足的要請の間に調和のある条
件 を保障することは,教 育共同体の構成員すべてのためのものである。
                    リセおよびコレージュ局長 A.LEGRAND
